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2003年10月に発表されたゴールドマン・サックスのレポートは衝撃的なものである。それによれ
ば向こう30年から50年にかけてインドは、新興経済諸国（ブラジル、ロシア、インド、中国）の
中でもっとも高い成長率を示し、32年後にはアメリカ、中国に次いで、世界第3位の経済大国に躍
り出るという。もっともその後の現実の経済成長率は2004年に中国が10.1パーセントを達成したの
に対してインドは7.9パーセント、2005年には中国が10.4パーセントに対してインドが9.2パーセ
ント、2006年には11.6パーセントに対して9.8パーセント、2007年には13.0パーセントに対して
9.3パーセント、2008年には9.0パーセントに対して7.3パーセント1）であるから、ゴールドマン・
サックスの予測は必ずしもあたっているわけではない。しかしインドの成長率はブラジル（5.7％、
3.2％、4.0％、5.7％、5.1％）、ロシア（7.2％、6.4％、7.7％、8.1％、5.6％）をはるかに凌駕するもの
である。また研究開発に注目すれば、インド、中国に進出した多国籍企業の内、2005年には100社
が研究開発部門をインドに持っているのに対して、中国ではわずか33社を数えるにすぎないという
事実2）は、中国が「世界の工場」であれば、インドは「世界の研究室」であって、優れた知識労働者
の存在こそがインドの強みであるとする一部の観測を裏付けるものである。
他方、インドの政治もここにきて、90年代の不安定な状況から脱却し、インド国民会議派が、イ
ンド人民党を押さえて復活の兆しを見せ始めてきた。はたして2009年の4月から5月にかけて実施
された総選挙では、投票前から会議派の優勢が伝えられていたが、選挙結果は改選前の145議席か
ら206議席へと予想を大きく上回って会議派が議席を延ばすこととなった。それは2004年以降、政
権を担当してきたマンモハン・シン首相の真摯な人柄と経済運営での実績に対する評価、ならびに政
治的安定を志向する有権者の意向を反映したものである。またこのところ政権与党が次の選挙で政権
を失うという状況が繰り返されてきたが、このたびインド国民会議派が引き続き政権を担当すること
となったことには、選挙が現状に対する欲求不満の噴出につきぬ、より実質的な政策判断の場となっ
1
ていることが示されているであろう。もっともインド下院の総議席が543議席であるから、インド
国民会議派だけで政権を担当することは不可能で、これまでと同様、他の政党、とりわけ地域政党と
連立を組むことを余儀なくされてはいる。しかし会議派の大幅な議席増大には、連立相手に対する会
議派の交渉力を強める契機が秘められている。その結果、前回は地方の様々な利益、さらには連立相
手の左翼政党との妥協を余儀なくされていたが、こうした配慮から解放されて政策はより一貫したも
のとなり、経済自由化政策もさらに推進されるであろう3）。
このように1991年、国民会議派のナラシンハ・ラオ政権下で蔵相の任にあったマンモハン・シン
によって導入された経済自由化政策は、インドに経済発展だけでなく、政治的な安定をもたらし、こ
こにきてインドに対する内外の評価は、大きな変化を見せ始めてきた。インドはもはや聖者や苦行者
が徘徊する神秘な国でもなければ、貧困に苛まれ、ヒンドゥーとムスリムとが血で血を洗う抗争を繰
り返す国ではなくて、未来に向かって力強く進んでゆく、新興経済諸国の雄である。それに伴いイン
ドに対するわが国の関心もにわかに高まりを見せてきた。はたしてインドは2003年以降、わが国の
政府開発援助（ODA）の最大の受け手である。それを元手にいま現在、デリーに地下鉄網の建設が
急ピッチで進められており、この計画が完成されると地下鉄の駅の総数が235にも達するという。
またデリーからムンバイ（ボンベイ）までの 1,500キロメートルに及ぶ長大な地域に産業大動脈
（DelhiMumbaiIndustrialCorridor）を建設せんとする計画が進行中である。これが完成されると、こ
の地域の雇用が5年間で2倍に、工業生産が3倍に、輸出が4倍になるという壮大なプロジェクト
であるが、日本はその最大の投資国である。そればかりか他の領域に対する民間の投資も最近、急速
に伸びており、2007年の4月から11月をとれば、インドへの外国直接投資の内、日本は5.72パー
セントを占めており、モーリシャス（42.77％）を除けば、アメリカ（5.45％）を抜き、シンガポー
ル（8.73％）に続いて世界第3位に躍り出た4）。
このように一時冷え込んでいた日印交流もこのところ急速に活発となってきたが、そこにはインド
に対する日本政府の熱い眼差しが投影されている。なによりもまず経済発展目覚ましいインドは、日
本にとっての恰好の経済パートナーたりうる可能性を秘めた国である。しかしそれにも増して無視し
得ないのは、インドの戦略的重要性であろう。というのもインドはインド洋を睥睨する地域大国であ
り、最近急速に力をつけてきたインド海軍は、アメリカ第7艦隊と共にインド洋の制海権を握って
おり、しかもこのインド洋は中東からわが国への原油の輸送ルートである。それに加えて台頭するイ
ンドは、強大化する中国に対するカウンター・バランサーたりうる能力を秘めたものである。はたし
て東アジア共同体構想が打ち上げられた際、それに至る前段階として開催された東アジア・サミット
に、わが国の強い働きかけによってオーストラリア、ニュージーランドと共にインドが参加すること
となったが、これは東アジアにおける中国の覇権確立を阻止せんとする魂胆に発するものである。
もっともインドと中国との経済交流も2000年以降急速に活発化してきた。その結果2007年を取
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り上げれば、中国はインドの輸入相手国で第1位で、その額はインドの総輸入量の7.3パーセントに
達している。また中国への輸出はインドの総輸出量の6.6パーセントで、アメリカ（15.9％）、アラ
ブ首長国連邦（8.5％）についで第3位である5）。こうした点に注目して、1962年の中印国境戦争以
来冷え切っていた印中両国の関係改善を指摘するむきがあるものの、しかしこれら両国の関係には様々
な要因が複雑に絡まり合っているであろう。第一に両国の間にはインド東部のマクマホン・ラインと
西部のアクサイチン高原をめぐり、広範囲にわたる国境問題が横たわっているが、依然として未解決
であるばかりか、問題解決のための実務的な話し合いすらもたれていないのが実状である。それに加
えて中国は、増大する経済力を背景に急速な軍拡に乗り出し、その一環として外洋艦隊の建造に着手
しているが、それはインド洋における米印の海上覇権を脅かす危険を秘めたものである。しかも中国
がパキスタンとミャンマーに対する援助を強化し、これら両国の交通路を整備し、それらと中国と直
結するかたわら、ホルムズ湾に臨むグダワールとベンガル湾に位置するキャンクピーに新しく港湾を
建設したとき、そうした脅威はより現実のものとなってきた6）。
中国側の視点に立てばこうした一連の措置は、パキスタンとミャンマー、さらにはその彼方への経
済進出に加えて、かりに中台戦争を始め東アジアに有事の事態が発生した際、マラッカ海峡から中国
船が閉め出されるのを見越して、マラッカ海峡を通ることなく、中東からパキスタン、ミャンマーを
経由して原油を自国に運ぶ道筋を確保するためである7）。しかしパキスタンとミャンマーに建設され
た港湾施設は、タンカー用であると同時に外洋艦隊にも転用しうるものである。そればかりかこれら
の港から中国本土への交通路が格段に整備されるにつれ、その軍事的価値は無視し得ないものとなっ
てきた。
1998年にインドとパキスタンが相次いで核実験を強行したとき、ときのインド首相ヴァジュパイ
が、インドの核を目してパキスタンではなくて中国向けだと公言して物議をかもしたが、その背景に
存在するのは以上のような中印間の複雑な関係である。その一方で以上のように中国と向き合ってき
たインドが経済的な実力をつけるにつれ、たんにわが国ばかりでなく中国の台頭に頭を悩ます国々か
ら、熱い眼差しを注がれるようになってきた。はたして核拡散に厳しい態度をとってきたアメリカが、
インドを例外扱いし、核実験のほとぼりが冷めた2007年以来、原子力の平和利用の分野でインドと
歩調をあわせる態度に出たのも、中国をめぐる戦略的な考慮に発するものである。また近年米印の海
軍合同演習が実施されることとなったのは、アメリカの対印関係の大転換を象徴的に表現するもので
ある8）。さらに最近、日本もまたこの演習に加わるようになったのは、アメリカ以外の国々との合同
軍事演習を注意深く避けてきた日本の防衛戦略の転換を告げ知らせる小さな、しかし重要な一歩をな
すものである。しかもゴールドマン・サックスの予想通り、インドが今後、目覚ましい経済発展を遂
げ、中国に続く経済大国、軍事大国として台頭してくるならば、世界の戦略バランスは大きく変化す
ることとなるであろう。
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２それではインドの未来はどのように考えられるのか。まず現代インドの経済を代表するIT産業で
あるが、その発展には確かに目覚ましいものがある。その実態を興味深く描いたアメリカのジャーナ
リスト、トーマス・フリードマンによれば、現在のところインドのIT産業の一翼を担うのはヨーロッ
パやアメリカ、とくに後者のビジネスのアウト・ソーシングである。例えばアメリカの所得税申告の
内、2003年に2万5千件、2004年には10万件、2005年には50万件がインドで処理されたこと9）に
示されるように、英語を解し、低賃金の人的資源が無尽蔵に存在するインドは、たんに会計事務ばか
りでなく、事務的、機械的な仕事をアウト・ソーシングするには絶好の場所である。また、アメリカ
の建築事務所が注文建築の設計図を引く場合、大まかな所はアメリカで済ませて、細部の完成をイン
ドにアウト・ソーシングすることも行われている。そればかりか医療の分野でもアメリカの患者がセ
カンド・オピニオンを欲した場合、その恰好の受け皿となってきた。というのもインドには高度な医
学知識を有する医者が存在する一方、地球の反対側に位置するインドでは、アメリカが夜で人々が眠っ
ているときに仕事を済ますことができ、したがって翌朝にはセカンド・オピニオンがアメリカの医者
のデスクに届いているということも不可能ではないからである。
こうしたことが可能となったのは厖大な情報、すなわち文書や図形、あるいはレントゲンやCTス
キャンを、よりよい状態で送れるソフト・ウェアを利用して、コンピューターで瞬時に地球の反対側
にまで送れるようになったがためである。
それと同時にインターネットを通じて音声を低料金で伝達することが可能となったとき、そこにも
恰好のビジネスチャンスが存在した。フリードマンによれば今日、欧米の旅客機で紛失した手荷物を
捜したり、アメリカでのコンピュータのトラブルを解決したり、さらには期限を過ぎても支払われな
い金を請求するといった仕事の多くはインドで処理されているという。じじつそうした仕事をこなす
ため、インドのコール・センターでは沢山のインド人が働いており、その数はインド全土で24万5
千人にも達している。そしてこうした作業を円滑にこなすために、強いインド訛の英語を修正し、問
い合わせ先に応じて、その土地のアクセントで対応できるよう、アメリカ、カナダ、イギリス流の英
語をたたき込むコースが開設されていた10）。
もちろんコール・センターのビジネスは比較的単純な作業である。それに対して上述したアウト・
ソーシングは、英語に加えて、アウト・ソーシングを可能にするソフト・ウェアの開発を含めて専門
的な技術知識を必要とするが、インドにはインド工科大学（IndianInstituteofTechnology）という優
れた技術者養成機関が全国で13校あり、そこから毎年輩出されてくる多くの技術者が、その任にあ
たっていた。それはまさしくインドの初代首相ジャワハルラル・ネルーの夢を実現したものであり、
ネルーの肝いりで創設されたもののこれまで欧米に移住する以外、その卒業生が能力を発揮する機会
に恵まれなかったところが、ここにきてインド工科大学も、それ本来の役割が果たせるようになって
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きた。しかも現存するインド工科大学13校のうち8校が、1991年の経済自由化以後に創設され、い
ま現在も新たに数校の設置が予定されているように、そこでも経済自由化に踵を接してインドに押し
寄せてきたグローバル化の波が決定的な影響を及ぼしていたのである。
もっとも彼らの能力が発揮される領域は、アウト・ソーシングという比較的単純な領域に限られる
わけでない。欧米の名だたるコンピューター会社が研究開発のかなりの部分をインドに移し、バンガ
ロール、ハイデラバード、チェンナイ（マドラス）といった都市で新しいソフト・ウェアの開発に取
り組み始めているのは、インド人技術者の能力の高さを示すものである。それどころか研究開発のた
めの支社、研究所をインドにもつことは、世界のソフト・ウェア業界では、自己の開発能力の高さを
示すバロメータさながらと受けとめられている。
そればかりか彼らの能力は、複雑な業務をこなすことを可能とするインド独自のソフト・ウェアの
開発にもいかんなく発揮され始めてきた。例えばいま現在インドでは、貧困対策の一環として、2005
年に成立した「全国農村雇用保障法」（NationalRuralEmploymentGuarantee）が施行され、GDPの2
パーセントもの厖大な費用をかけて貧困対策事業が実施されている。それは1年間の内100日間、
土木事業を始めなんらかの肉体労働に従事した者には、州で定められた最低賃金を支払うというもの
であるが、そこでもコンピューターの大々的な導入が試験的に模索されていた。というのもこうした
事業には人を介する限り不正が発生するチャンス はたして登録した者が本当に貧困者か、たとえ
貧困者としても当の人物が作業に従事したか、さらに支払われる賃金がピン撥ねされることなく、本
当に作業従事者に支払われたか、登録票を他人に売り渡すことはないか等11） が作業工程の至る所
にころがっていたからである。
これらの不正を防止する上で、人間が行う作業をできるだけ排し、コンピューターで代替させるこ
とが有効である。じじつIT産業の一画を占めるTATAConsultancyServiceを2009年3月に訪れた
際、筆者が目撃したところによれば、いま現在そこで試験的に行われているのは貧困者 彼ないし
彼女は村落集会で審査され、合格すれば就労カードが支給される の写真を登録し、作業現場に現
れたとき、その顔と写真とを照合することによって本人確認をし、作業現場を映像に撮ることによっ
て仕事具合を監視し、さらに給料の支払いに関しては本人に銀行口座を開設してもらい、そこに自動
的に支払うことによって、一連の作業から人の手を可能な限り排除せんとするものである。
もっとも筆者には、はたしてこうしたシステムがスムーズに作動するか、作動するとして、はたし
て不正を一掃することができるのか、といった技術的問題に答える能力はない。またこのプロジェク
トそのものに対しても、そこで行われる仕事が道路の穴を埋めたり、ゴミ処理用の穴を掘ったり、川
の堤防を補修したり、灌漑用の水路を掃除するといった単純な肉体労働であり、しかもそれらが非熟
練労働者によって効果的になされ得るかということに関して、そもそもの始めから深刻な疑問がつき
つけられてもいた。それにもかかわらずインドの議会がめずらしく全会一致でこの法案に賛成したの
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は、すべての政党が、ここで展開される公共事業から利益を吸い上げるためであるといった観測がま
ことしやかに流されてもいる。この意味でタタの試みは、「腐敗保障法」と揶揄されたこのプロジェ
クト12）を、ほんらいの「雇用保障法」へと引き戻す上で重要なものであり、しかもこのプロジェク
トにアメリカのオバマ大統領、イギリス、デンマークを始め16カ国から熱い視線が注がれているこ
とは、このシステムの優秀さを示すものである。
またこの施設があるハイデラバードはアーンドラ州の州都であり、ここをバンガロールと並ぶハイ
テク・センターへと仕立てあげようとするVision2020のおかげで、この他にも様々な施設が展開さ
れていた。例えばコンピューターを利用して農産物につく病原虫を駆除せんとするプロジェクトはそ
の中の1つであり、そこでは現場に指導員を派遣し、コンピュータを介して彼らから送られてきた
被害状況を示す写真を中央で専門家が診断することによって病原虫を特定し、あわせて治療法を指導
員にコンピューターを介して指示するというものである。この意味でこのプロジェクトは、前述のタ
タのプロジェクトと比較して、技術的にはるかに単純なものであったが、しかし、近年それがカヴァー
している農村が格段に増加していることは、このプロジェクトの成果を雄弁に物語っているであろ
う13）。
このように現代インドにおけるIT産業の発達には目覚ましいものがあり、それはインドの経済発
展の立て役者さながらの役割を演じている。はたして1991年に経済自由化されて以来、ITソフト・
ウェア産業は年間30パーセントの伸び率を示しており、2004年をとれば、その輸出額はビジネス・
アウトソーシングを含めれば172億ドルに達しており、インドの輸出総額の14パーセントを占める
までになっている14）。
しかしIT産業以外の分野、とくに製造業に目を向ければ、インドは必ずしも好成績をおさめては
こなかった。というのもIT産業が比較的新しい産業分野であったのに対して、古くからある製造業
にあっては、経済自由化以前に課されていた規制の撤廃が、必ずしも一朝一夕にはなされなかったか
らである。例えば綿工業は典型的な労働集約型の産業であり、安い労働力を大量に擁するインドにあっ
ては、とりわけ有利な産業である。じじつ独立当時のインド綿工業はインドを代表する産業であり15）、
その将来に対してはインド内外から熱い期待が寄せられてもいた。しかしその後、生産よりも雇用を
優先し、大規模企業ではなくて、小規模企業を優先せんとする政策 そのもっとも効果的なものは
物品税の免除である が採用された結果、1970年代には独立当時と綿業界はすっかり様変わりし
てしまっていた。そこでは大規模工場を押しのけて小規模企業が進出して肩を並べるようになってき
たが、しかも小規模企業の主流をなすものは、手織織機（handloom）はなくて、動力で作動する小
規模織機（powerloom）であり、その多くは手織織機を保護せんとしていた法の網をかいくぐって出
現してきたものである16）。しかもその後も小規模企業の進出が続いた結果、綿布生産でしめるその比
率は圧倒的となり、そうした状況は自由化以降にも持ち越されることとなったのである。
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はたして自由化以降10年近く経過した2000年にあっても、綿糸を除いて綿布やアパレル生産で、
依然として優勢であったのは小規模企業である。また自由化以降インドの綿工業は、それまでの高関
税の垣根が取り払われた結果、外国産の安い綿製品によって壊滅的な打撃を蒙るのではないかという
悲観的な観測をはね除けて、しぶとく生き残り、さらに国際市場に打って出ることとなったが、しか
しその成果は必ずしも満足すべきものではなかった。というのも綿布の場合、小規模企業はかろうじ
て労働力の安さで勝負し得たものの、その製品は低品質のものであり、その主たる市場はアフリカで、
先進諸国にはとても輸出し得なかったからである。また大規模企業の場合でも、綿布、アパレル、い
ずれの分野においても生産設備は古く、中国はむろん、インドネシア、スリランカ、バングラデシュ、
パキスタンの綿工業と競争するためにも、生産設備の近代化と、さらなる生産コストの削減が必要と
されている。それに対して自由化以前から小規模化の規制にさらされることがなく、工場生産されて
いた綿糸の場合、その品質が世界の市場で認められ、アメリカ、ヨーロッパ、さらには日本にも輸出
されていたとするならば、インド綿業が国際的な競争場裏で生き残るために採るべき方策は、おのず
から明らかであろう17）。
もっともそうは言っても綿工業の大規模化、近代化は必ずしもスムーズに進行しなかった。綿布や
アパレル生産に関する小規模産業優遇規制がすべて撤廃されていた2006－2007年に、繊維産業全体
それは化繊と綿業からなっている を概観して、政府の年次報告書は、インドの輸出が、その
増加率、市場占拠率のいずれの点でも中国にはるかに遅れをとっていると指摘し、その原因を輸送コ
ストや動力コスト、労働問題に加えて依然として技術的な後進性に求めている。はたして繊維製品の
うち、工場で生産された製品の占める割合は、小規模織機（powerlom）のそれの4パーセント、手
織の27パーセントでしかないが、ここに指摘された繊維産業全体の傾向は、綿工業にもそっくりそ
のまま当てはまると思われる18）。
他方、繊維産業のボトルネックの1つとして指摘された労働問題は、たんに繊維産業だけでなく
インド工業全般の阻害要因として繰り返し論じられてきた。それは組織部門（OrganisedSector）と
称される領域、すなわち公企業はもちろん、私企業でも従業員が10人（動力を使用する場合）、あ
るいは20人（動力を使用しない場合）以上の規模で、登録された企業に妥当するものである。そこ
では従業員に対して労働時間、休日、衛生、安全、福祉の分野で手厚い保護がなされていたが、さら
にそれに身分保障に関する新たな規定が加わるとき、すぐれて問題的な状況が生じてきた。それは
300人以上の従業員を雇用する企業が雇用規模の縮小、廃業する場合、政府の許可を必要とするとい
うものであり、1976年にインディラ・ガンディーによって導入されたものである。そして1982年に
対象となる企業規模を従業員300人から100人へと縮小したとき、労働市場の硬直性はより昂じて
ゆき、企業活動に由々しき影響を及ぼすこととなった。というのも労働者保護の観点から、こうした
許可を政府が与えるのをしぶる場合、景気動向に合わせて労働力を調整することが困難となる以上、
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たとえ景気が上向きの場合でも、経営者は新規採用に慎重とならざるを得ないからである。そればか
りか企業を設立する場合、ひょっとすると「座り込み
ダ ー ナ ー
ができるだけの忍耐力と、訴訟になったときの
ための十分な資産19）」を必要とされるかもしれないと覚悟しなければならない以上、中規模以上の企
業の設立すらためらわれることとなったとしても、決して不思議ではないであろう。
もっともこの労働法が自由化以後のインド経済に与えた影響に関しては、様々な議論がなされてい
る。以上に紹介した見解は新聞紙上での支配的な論調であり、それはまた多くの経済学者の支持する
ところでもある20）。しかしその反面で、労働法のこの規定が自由化以後も以前と同様に厳格に適用さ
れ、産業の発展に致命的な障害となっているという見解に対しては異論が提出されてもきた。という
のも雇用規模の縮小、廃業に際して政府の許可が必要とされていたものの、自由化以降、グローバル
市場できびしい競争に直面し、それを乗り切るためには雇用から生産へと力点を移してゆかざるをえ
ないとき、政府の判断もおのずから変化してゆくこととなったからである。じじつ労働力削減に関し
て“自発的な”退職制度が多用され、さらに廃業の代わりに、口実を設けてロックアウトに打って出
て労働者を締めだし、さらには所有権を移転する 移転には許可が必要なく、新らしい所有者には
もとの従業員を雇用する義務がない といったことが、近年、頻発するようになってきた。その一
方で企業規模を大きくする代わりに、活動の一部を請け負いに出すといった方策もおなじみのものと
なっている。また従業員を雇用するに際しても請負労働を中心とする不正規労働が広範に採用される
ようになってきた。しかも以上のような数々の方策が、政府によって看過され、さらには許可される
こととなったことには、この間の時代の風潮の変化を嗅ぎとることができるであろう21）。
いずれにせよこの労働法は自由化とグローバル化を肯定する昨今の一般的な風潮、さらにそれの後
押しを受けて戦闘性を強めてきた経営者を念頭におくとき、必ずしも経済発展を押しとどめる決

定

的

な

障碍となっているとは言い難い。じじつ昨今のインドでは、自動車、自動車部品、薬品、鉄鋼の分
野で その程度に違いがあれ 経済発展がみられるようになってきたが、それは労働法の厳格な
適用を前提としては考えられないものである。
このように脱法行為まがいの行為が昨今では横行し、それらが見過ごされているものの、にもかか
わらず以上のような規定が存在することじたい、旺盛な経済活動をなす上でマイナスの影響を及ぼし
ていることも、否定し得ないであろう。例えばこの規定の適用を逃れるために、企業活動の一部を請
負に出すとき、「規模の経済」が生み出すメリットを享受することが不可能となるゆえに、経済的に
マイナスである。また非正規労働者を多用するとき、熟練労働者を養成する上で障害となり、その結
果、企業業績の悪化につながることも珍しくない。同様に「一度インドに投資すると、なかなか撤退
できない」という声がインドに進出している日系企業からきかれるように22）、労働法の規定じしん、
投資をためらわせる契機となっていることも事実である。したがって2001年にインド人民党政権が、
規制対象を従業員「100人以上」から「1,000人以上」へと引き上げようとしたのも、以上のような
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状況を慮ってのことである。またこの試みが与野党からの激しい反発によって頓挫した後、国民会議
派のマンモハン・シン政権が、後述する「経済特区」に限って、労働法制の規制緩和を模索している
（但し、未だ実現されず）のも、外資導入による経済発展をより強力に押しすすめんとしているがた
めである23）。そればかりか以上のような規制をかいくぐって非正規労働を大量に雇用するとき、いた
ずらに非組織部門の労働者を増加させてゆき、組織部門と非組織部門とに2分されているインドの
労働者の二重構造をより尖鋭化させることとなるであろう。
この労働法制が導入された1976年と言えば、貧困追放（ガリビ・ハタオ）をスローガンに選挙で
大勝したインディラ・ガンディーが、当の選挙でのとるに足らない選挙違反を理由としてアラハバー
ドの高等裁判所から首相権限の停止判決が下されたのを受けて発動した、非常事態下にインドがおか
れていた年である。したがってこの政策も労働者保護という美名のもとに喧伝されたポピュリズム色
の強いものであったが、ポピュリズム一般の例にもれず、この条項によって労働者が現実に利益に与っ
ているどころか、逆に多大の損失を蒙っているというのが偽らざる実状であろう。そればかりか近年
緩和されたとはいえ、インドの労働市場の硬直性には労働集約型ではなくて知識集約型へと産業を追
いやってゆく契機が秘められていた。この意味で上述したインドのIT産業の発達は、英語を喋る優
秀で、しかも先進国の基準では低賃金の技術者が存在していることにもよるが、他面では以上のよう
な労働法制の結果、労働集約型の産業を立ち上げることを企業家がしりごみしたがためにほかならな
い。
それに加えてより深刻な問題として、インフラ整備の遅れを指摘しておこう。停電は日常茶飯事で
あり、とくに北インドの場合、クーラー使用がピークに達する酷暑の5、6月にはとりわけ頻繁であ
る。これに対処するためにホテルや裕福な家庭では自動発電装置を備えているが、しかし製造業一般
に対してこの電力不足は極めて深刻な意味合いを有していた。例えば経済自由化以降、還元鉄を電炉
で精錬して鉄鋼を生産する手法が導入されたが、電炉の稼働率が50パーセントと見積もられている
のは電力不足のせいである24）。また停電対策として使用される自動発電装置も製造業の業績としてカ
ウントされるわけであるから、なんとも皮肉なことである。それに加えてインドは鉄道王国であるも
のの、政治的理由によって旅客運賃が低く据え置かれた結果、貨物運賃は高額である。したがってい
きおい自動車輸送に頼りがちになるものの、しかし道路網の未整備が効果的な自動車輸送の障碍をな
していた。じじつ全国で栽培される野菜や果物の内、その3分の1が市場に着くまでに腐ってしま
うといわれている25）が、それは道路網の不備のせいである。それと同様、同じ要因は、様々な所に
存在する原料や工場を有機的に組み合わせることによって発達した工業システムを構築する上でボト
ルネックとなっているとみなして不当ではなかろう。
いずれにせよシャンカール・アチャリヤによれば2003年をとれば中国では工業分野での雇用は1
億人以上で、工業生産はGDPの40パーセント以上、そして工業製品の輸出は5千億ドル以上に達
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している。それに対してインドの工業はGDPの16パーセント、輸出は6千万ドル、そして工業分
野で雇用される組織労働者の数はわずかに6百万人（それに対して非組織部門は5千万人）を数え
るのみである。この意味で1976年に導入された上記の条項は、インドの若者に良質のブルーカラー・
ジョッブを提供する上で越えがたい障碍となっている。換言すればもしもこの条項が存在しなければ、
組織部門の労働者は工場労働者の15～20パーセントに達しているはずであるにもかかわらず、現実
には1パーセントを数えるのみである。またIT産業に従事している者は100万人で、それはインド
の総人口の0.25パーセントを数えるのみである。他方IT産業に関連する企業に雇用されている者も
100～200万人である。このように製造業、さらにはITビジネスを合わせてみてもそれらが提供する
雇用口は、インドの若者の需要の一部を満たすにすぎないものである26）。しかもこうした傾向はその
後経済発展が加速したにもかかわらず、変わることなく持続した。本稿の初めにも指摘したように、
2005年から2008年にかけてのインドの経済成長率は、年率9パーセントにも達する好調なものであ
る。それに対してこの間、製造業の組織部門の労働者数が、ほぼ横這いで、しかも1990年代末より
も総体的に見て減少に転じている27）。そうであるとするならば、経済発展によって生み出された労働
需要は、組織部門ではなくて非組織部門によってまかなわれたとみなして不当ではなかろう。
もっとも中国の工業化で「民工」、すなわち農村からの出稼ぎ労働者が果たす役割は大きく、しか
も彼らの労働条件が劣悪であった以上、中国での工業化の進捗が、必ずしも中国人の生活水準の向上
を意味しているわけではない。しかし現代インドにおいて貧困は徐々に改善されつつあるとはいえ、
依然として深刻である。幼児の栄養不良も、2003年の段階で46パーセントと極めて高率で、その率
は中国の4倍にも達している28）。また教育システムにも問題があり、公立小学校の場合、教師（生徒
ではない！）の不登校率も高く、さらに生徒の脱落率も高率である。つまり1人当たりの実質所得、
識字率、平均寿命の3つの要素を綜合した「人間開発指数」をとれば、2000年の段階でインドは174
カ国中128位（ちなみに中国は99位、日本は9位）、2006年でインドは179カ国中132位（中国は
94位、日本は8位）、2009年では182カ国中、インドは134位（中国は92位、日本は10位）29）で、
むしろ世界で遅れた国の1つに分類することが可能である。しかも2000年以降、経済が発展したに
もかかわらず、人間開発指数にさしたる変化が見られないとするならば、そのことは経済発展と雇用
との間に生じた以上のような不均衡の1つの例証とみなして不当ではなかろう。
３
このように見てくると、ゴールドマン・サックスの予測は余りにも楽観的であるように思われる。
とくに製造業を取り巻く環境は厳しく、労働法の改正を含めてその障碍の打破には幾多の困難が待ち
受けているように思われる。というのも労働法の改正は、まさにこの法の保護下にある人々の利害と
真正面から衝突することとなり、彼らの反対をねじ伏せるためには強力な国家権力が必要とされるも
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のの、インドの国家は後述するように「軟性国家」で、そこにはそのような強力な力が秘められては
いなかったからである。したがって中国が労働集約型産業から資本集約型産業へと、通常の発展パター
ンを辿っているのに対して、インドが労働集約型の段階を飛び越えて、いきなりIT産業に代表され
る資本集約型へと突き進んできたのは、既に指摘したように決してインド人の頭脳労働者の優秀さの
みに由来するものでなく、以上のような構造的要因に規定されたものでもある。
もっとも実業家出身の著名な著述家グルチャラン・ダスは、「われわれは産業革命を経験しなかっ
たという考えに思い悩む必要はない。工業の時代は過ぎ去り、過去を再生させようとすることは無意
味である。さらに情報商品に付け加えられる付加価値は工業製品に較べてはるかに高い30）」と述べて
いる。しかし情報産業は典型的な知識集約型の産業であり、シンガポールのような都市国家ならとも
かく、それのみで12億もの人口を抱えるインドを発展させることはとうてい無理である31）。
そればかりでなくこうしたIT産業は、インド国内とよりもむしろグローバルな世界市場とより緊
密に結びつき、いうならばインドという大海に浮かぶ離れ小島ながらの状態で発展をとげてきた。そ
れは超モダンな建物や施設が林立する傍らを、昔ながらの衣装を身にまとった部族民の女性が、近く
の山から切り出した薪を頭にのせて、悠然と歩んでゆくといった情景に象徴的に表現されるものであ
る32）。じじつ「万人にITを行きわたらせる」といったスローガンが叫ばれているにもかかわらず、IT
企業の目指すところは、欧米企業のアウト・ソーシング、ハイテク技術を駆使して世界の市場で通用
するソフト・ウェアの開発に向けられている。換言すれば、以上に紹介したような農作物の害虫駆除、
さらには小規模工業を含む製造業、教育分野の刷新に必要なソフト・ウェアの開発こそがインドの経
済、社会のバランスある発展に不可欠で、しかもこうしたソフト・ウェアの開発には先端的なハイテ
ク技術が必要とされないにもかかわらず33）、このような試みは未だ緒についたばかりである。
この意味でインドのIT産業を目して「アウトソーシングは、インドにとって重要なビジネスだが、
これまでのところは、ほとんどが他の地域と隔絶した飛び地だけで発展していた34）」と断ずるビル・
エモットの表現は、その実態を的確に表現するものである。
そればかりでなくインド政府が目指すところもグローバル市場へのインドのより一層の統合であり、
そのために少しでも多くの外国投資を引き入れ、外国企業を積極的に誘致せんとする施策が試みられ
てきた。はたして中国にならってインドでも、2005年以降、各地に経済特区（SpecialEconomic
Zone）が建設され、そこでは外資規制を緩和して100パーセントの外資企業を容認する一方、関税
を廃止し、さらには5年間の免税と10年間の減税措置で 輸出志向の国内企業と並んで 外資
系企業の積極的な誘致に乗り出したのは、輸出振興にインドの未来を託そうとする現下の政府の姿勢
を如実に物語るものである。
もっとも強権的に住民を追い立てることによって経済特区を次々と建設していった中国と異なって、
民主主義国インドでは、土地収用と住民の立ち退きをめぐるトラブルのため、経済特区の建設は必ず
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しもスムーズに進行してこなかった。しかし2009年10月27日付けのインド政府公式発表によれば、
経済特区からの輸出は2005－6年は、前年に較べて25パーセント増、2006－7年には52パーセント
増、2007－8年には92パーセント増と順調に発展をとげてきた。とくに2008年までに特区での営業
を認められた企業のうち、174企業がアパレル、革靴、自動車部品等の労働集約型産業であるが35）、
そのことは労働法の運用をめぐる政府の姿勢の転換を表しているように思われる。
また乗用車の分野でも従来は、1950年代後半の英国車、モーリス・オックスフォードをモデルと
したアンバサダーと称される国産車が、モデルチェンジをなすこともなく、インド市場で圧倒的なシェ
アを誇っていた。その間、外国企業としては83年以降、日本のスズキとインド政府の合弁企業スズ
キ・マルティ（スズキの出資比率は26％、40％、50％、54％と順次引き上げられた）のみであった
が、自由化以降、現代（韓国）、トヨタやホンダ、GMといった外国企業が続々と参入し、さらに外
資100パーセントの企業が許容されるに及んで、インドの自動車業界はにわかに激しい競争に晒さ
れるようになってきた。現在、乗用車販売に占めるアンバサダーの比率が1パーセント以下に低下
していることは、自動車市場の激しい競争を示すものである。もっともそうしたなかにあって、タタ・
モーターズが超小型車ナノを廉価で販売して、世界の話題をさらったことは記憶に新しい。そればか
りでなく以上のような状況に刺激されて、自動車部品を製造する産業がインドの各地で出現してくる
こととなったのである36）。
もっともこれまでのところインドで生産された乗用車の大半がインド国内で消費されてきた。この
意味でインドの乗用車をめぐる状況は、前にも言及したグルチャラン・ダスが強調するインドの経済
発展に見られるいま1つの側面を示しているように思われる。ダスによればインドの経済発展を特
徴づけるのは、内需主導型の経済発展であり、この点で徹底した輸出主導型の経済発展戦略をとって
きた中国ときわだった対照をなすものである37）。しかもインド国内で2億人とも3億人ともいわれる
中間層が台頭しつつある今日、インドの国内市場が占める潜在力には並々ならぬものがあるであろう。
この意味でダスはインドの経済発展を目して世界に類例のないものとみなしているが、にもかかわ
らず輸出が果たす役割を過小評価することはできないであろう。というのも世界市場が秘める購買力
には、インド市場といえども、それを凌駕する力が宿されているからである。もとより国際市場に依
存しすぎることには、自らコントロールし得ない力によって国際市場が変動する以上、せっかく緒に
ついた経済発展を頓挫させてゆく危険が秘められている。したがって拡大し続ける国内市場は、そう
した危険を吸収することによって、経済発展の火を守り続ける上で重要なものである。しかし国際市
場には爆発的な需要を生み出す力が秘められており、それは年々成長を続けることによってはじめて
新しい需要を生み出しうる国内市場には期待しえないものである。
しかもグローバル化が進展するのに伴って世界各地に点在する市場へのアクセスが容易になるにつ
れて、国際市場の役割はより大きくなってきた。この意味でダスの指摘は、たしかに巨大なインドの
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国内市場に秘められた潜在的能力を念頭に置いたものであるものの、しかしその実それはインドの経
済発展が未だ初期段階にあることを示すものにほかならない。例えばジェネリック薬を中心とするイ
ンドの製薬産業は、IT産業と同様、インドの成長産業であるが 1990年から2006年までにその
生産は10倍に増加した そこでも輸出依存率は高く、いまやインドは製薬業界で世界の主たるプ
レヤーの1つとなっている38）。そればかりでなく輸出振興は、経済特区の創設を積極的におしすすめ
るインド政府の目指すところでもある。また従来は植民地支配の反動として外資に対して疑いの目を
向けていたところが、インドもここにきて180度態度を転換し、2002年末には中国の9分の1であっ
た外資も、2007年末には4分の1にまでなってきた39）。
いずれにせよインドの経済発展戦略も外資と外国企業を積極的に誘致し、輸出をテコに経済発展を
なし遂げようとするものである。この意味でそれはグローバル市場との結合にインド再生の鍵を見出
そうとするところの、グローバル化が進展した21世紀ならではの発展戦略とみなされるべきもので
ある。そしてそこには19～20世紀型の経済発展戦略とは異質な特徴を見てとることができるであろ
う。というのも19～20世紀にあっても、外資は アメリカ合衆国、カナダやオーストラリアといっ
た自治領、ラテン・アメリカに対するイギリスの投資、ロシアに対するフランスの投資に典型的に見
られるように 経済発展に重要な役割を演じていたものの、外国企業が大々的に誘致されることは
なく、可能な限り自国企業を自前で育成せんと努力されていたからである。また昨今では国家に期待
される役割も、市場が円滑に機能するための環境を整備することに限定されているのに対して、
19～20世紀にあってはフランス、ドイツ、日本のいずれの後発資本主義国にあっても、経済発展を
押し進める上で、国家が直接的、間接的に果たした役割は インフラ整備から始まって特定産業の
育成や、総括的な経済発展戦略の策定・実施等 より積極的なものである40）。そればかりでなくイ
ンドにあって、今日の経済自由化政策、改革開放政策は、それに先行する国家主導型の経済発展戦略
の挫折の結果、登場してきたものにほかならなかったのである。
じっさいのところインドにあって、1991年の経済自由化に先立って実施されていた数次にわたる
五カ年計画の成果は不満足なものである。それは「ヒンドゥー的経済成長率」（HinduRateof
EconomicGrowth）と揶揄された年率3パーセント前後の成長にすぎず、しかも年率2パーセント前
後の人口増加率を差し引くと、実質はとるに足らないものである。それは一つには、フェビアン社会
主義の影響を強く受けたネルーを始め、インドの計画立案者には社会主義＝反資本主義的傾向が顕著
であり、私企業を積極的に育成するどころか、むしろそれらに敵対的態度をとっていたがためでる41）。
しかしながらいま一つの要因として、インドにあって経済発展に果たす国家の役割に大いなる期待が
寄せられていたにもかかわらず、現実のインド国家にはその期待に応えうる力が備わっていなかった
という、構造的な契機が介在してもいた。
はたして経済発展に果たす国家の役割を比較検討したアトゥル・コリは、インドの経済発展の根幹
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に位置する問題として「国家主導型モデルと社会・経済的変化を引き起こす国家の能力との間の不整
合42）」を指摘する。コリによれば、経済発展に国家が強力なイニシアチヴを発揮するためには強固な
財政基盤が必要である。しかも社会主義的志向を抱いていたインド国民会議派政権下では、財源確保
のために累進税が導入されていたにもかかわらず、財源の過半を物品税を始めとする間接税に頼って
いたことは、国家の動員能力の限界をはからずも示すものである43）。たとえば1985年－6年をとれ
ば全税収のうち、直接税、すなわち所得税と法人税の占める割合がわずか10パーセントであったの
に対して、関税16パーセント、物品税23パーセント、売上税15パーセントと間接税の比率が圧倒
的であるが44）、それは富者＝社会の有力者の抵抗を打ち破って、彼らから直接に税を取り立てること
ができなかったがためである。同様に英領時代には歳入の少なからぬ部分を地租に負っていたところ
が、独立以降、地租がほとんど徴収されなくなったのも（小）地主を含めて有力農民 彼らこそが
独立闘争をおし進めたインド国民会議派の一翼を形成した連中にほかならない のご機嫌を損ねる
のを恐れたがためであったといえよう45）。
いずれにせよインドの国家は、社会に対して多くを要求する能力を兼ね備えていない「軟性国家」
にほかならない。はたして現代インドの政治システムのありのままの現実を直視するとき、有力な社
会層を中心に種々雑多な社会勢力が国家権力を簒奪し、至るところで自らの取り分を確保している結
果、国家権力そのものもすぐれて多元的、分権的な様相を呈しているが46）、それはまさにインド国家
の軟性国家的体質を表すものである。しかもそうした国家は、インドの経済発展を阻害するより直接
的な要因として作用した47）。たとえば上述したようにインドで電力不足が経済発展のボトルネックと
なっているが、その一因は農民に低価格、さらには無償で電力を供給していることにあり、それもま
た有力農民 彼らこそが安い電気でポンプを動かし、地下から井戸水を汲み上げて田畑に供給する
ことによって、最大の利益をあげる連中である の利益を政治的に無視し得ないがためである48）
また独立以降、鳴り物入りで喧伝された土地改革が、一部の大地主の土地の分配に成功しえたものの、
それ以外ではさほどの実績をあげることがなかったのも、農村の有力者のご機嫌を損ねることを避け
たためであったといえよう。
この意味で、社会主義といい、あるいはデモクラシーといい、独立以降、インドで好んで語られた
言葉は、必ずしも額面通りに受け取りうるわけではない。さらにまたインド国家に見られる以上のよ
うな特徴は、経済発展が引き起こす貧富の格差の増大に効果的に対処する上で、大きな障害をなして
いた。じじつ今日のインドに見られるのは、一方では、幾人もの召使いをかかえ、きらびやかな家具
を備えた豪邸に住み、新車を乗りまわす富裕層である。しかもその数が増加してくる反面、依然とし
て目を引くのは都市のスラムに押し込められ、これまでと同様の食うや食わずの生活を送ることを余
儀なくされている夥しい数の貧しい人々であり、さらに農村にあっても赤貧洗うがごとしの、これま
た夥しい数の土地無し労働者である。しかもテレビが普及するのに伴って、豊かな生活を象徴する商
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品のコマーシャルが、ブラウン管を通してシャワーのように人々に降り注ぐとき、すぐれて問題的な
状況がたち現れてきた。
「うちひしがれた農村の貧しい人々は、豊かな人々が都市でどのように暮らしているかを見るため
に、わざわざ20マイルも歩くには及ばない。彼らはテレビを見れば足りるのであって、魅力的な宣
伝を流すことによって、テレビは格差を増幅する。かくして仕事にありつけず、希望を持てない人々
は暴力に走ることになるであろう49）」とマンモハン・シンは書いている。
この意味で従来から反地主闘争を繰り広げてきた貧しい農民たちが、1990年代に急速に勢力を強
めてきたことは示唆的であろう。それは以上のような原因に加えて、この時代の経済自由化の波に乗っ
て新自由主義的主張が勢いを増し、労働組合や農民組織に対する攻勢を強めたことに由来するもので
ある。その結果、今日ではビハール州からアーンドラ州、さらにはカルナータカ州に至る「赤い回廊
地帯」が形成され、ナクサライトと呼ばれる左翼勢力が武装闘争を繰り広げるようになってきた50）。
それはマンモハン・シン首相によればインドが直面する最大の治安問題にほかならない51）。しかも輸
出志向型産業に支えられた豊かな社会が、貧しい土地無し労働者や小農からなる農業的な社会のなか
で、あたかも離れ小島さながら点在している52）という状況が持続するとき、インドの至るところに
同じような抵抗運動が登場してくる危険が秘められているであろう。そうした貧富の格差の拡大は、
経済発展に乗り出したいずれの諸国をもみまった問題ではあったが、しかし先進諸国にあっては経済
発展が進展してゆくのに伴って、こうした格差が縮小していった。それに対して、インドの先進的な
産業が今後とも、自分たちを取り巻く社会よりも、グローバル経済との結びつきをより強めるとき、
両者の格差が狭まるか否かは定かではない。そればかりか国家主導型の経済発展を首尾よくなし遂げ
ることができなかった原因が、インド国家の「軟性国家」的体質にあったとしたならば、同じ体質は、
社会的な格差を是正する上でも障碍となっているであろう。
４
もっともインドでは外資主導の乗用車生産の分野で、自動車部品を生産する地場産業が育ってきた
が、これは東南アジア諸国で見られない現象である。またインド工科大学が存在してこそ、IT産業
が目覚ましい発展を遂げてきたように、近代工業を支える、大学その他の知的インフラストラクチュ
アが その程度に差こそあれ 整備されていることは、インドの強みである。この意味でインド
の将来には、同じような利点を有する中国と同様、東南アジア諸国を始めとする新興諸国一般には見
られない強みを認めることが可能である。しかしその反面で、外資と外国企業の誘致のもと、輸出主
導型の経済発展戦略を続ける一方で、貧富の格差が埋まらないとき、これから先も抵抗運動がやむこ
とはないであろう。もっとも中国と比較して多元的で、多様な言語集団やカーストからなるインドで
は、こうした抵抗運動が全インド的な運動へと収斂してゆく可能性は必ずしも大きくはない。むしろ
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それらがとる形態は組織的な運動よりも、テロといった直截な暴力である。またそこには階級対立を
宗派対立へと転轍してゆくことによって、現代インドの宿痾ともいうべき、ヒンドゥーとムスリムと
のコミュナル対立を生み出してゆく契機が秘められていた。この意味でインド社会には、このたびの
選挙では敗北したものの、再びインド人民党を権力の座に押し上げてゆく契機が秘められている。
そればかりでなくインドは、経済発展で手にした富で、国防力の増強に努めてきた。もっとも中国
が、国防予算を毎年10パーセント以上増額することによって、遮二無二軍拡を押し進めているのに
対して、インドでは、燃料、肥料、食糧、農民の負債の肩代わりのために、GDPの5.5パーセント
を支出することを余儀なくされているゆえに、国防支出はGDPの2パーセントである。しかしイン
ドが老朽化した戦闘機の刷新に加えて、空母の建造を含む海軍力の増強に乗り出したのは、経済発展
の賜物であると同時に、経済発展によって需要が急増した原料や燃料の輸送路確保のためである。そ
ればかりか今後、年率8パーセントの割合で経済が順調に発展するならば、国防支出もGDPの3パー
セントまで増額するとマンモハン・シン首相が言明したとき53）、そこにも経済発展と軍備増強の関連
をみてとることができるであろう。
それは国境を越えて自由に動きまわるカネとモノの流れに巧みに適応することによって手にした富
を、国防という、まさにナショナルな目的に注ぎ込まんとするものである。そこには外資と外国企業、
さらにはグローバルな市場をテコとして経済発展を遂げてゆくグローバル時代における経済と政治と
の関係につきまとう構造的な問題が凝縮して表現されている。換言すれば国内に経済格差をかかえ、
統治システムにも様々な欠陥がつきまとい、さらに「人間開発指数」が示すように、国民の過半がと
うてい豊かな生活を享受していないにもかかわらず、インドは大国への途を歩みつつあるように思わ
れる。もとより政治と経済との間に見られるこうしたギャップは、20世紀の大国にも多かれ少なか
れ認められはした。しかしそこでは遅かれ早かれ国家権力を後ろ盾として、こうしたギャップを埋め
ようとする動きが出てきたのに対して、インドの場合、こうしたギャップが予見しうる将来縮まると
は思われない。それは20世紀の大国とは異質な21世紀の大国の基本的な特徴であり、中国もまた
同じカテゴリーに属しているように思われる。しかもこうしたギャップから人々の目をそらそうとし
て、大国主義的志向を強めるのは、古今東西、政治の常套手段である。そればかりか以上に見てきた
ように、インド国内の諸矛盾をテコとしてヒンドゥー復古主義的思潮に立つインド人民党が勢力を挽
回し、大国インドへの途をより直截に追求するとき、そうした動きにより一層の拍車がかかることと
なるであろう。
インドは、インド洋を睥睨する地域大国であり、そのことがインド外交の基本的なスタンスをなす
ものである。もとよりこれまでのところインドは 周辺諸国を除いては インド洋に臨む国々の
現状を変える意図も能力も持ち合わせてはいなかった。この意味でインドは本質的に現状維持勢力と
みなしうるが54）、しかし従来からインドは、インド洋に外国の勢力が及ぶのを注意深く避けてきた。
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この意味でネルーの非同盟外交も決して例外をなすものではない。それは国際政治の場ではバランス・
オブ・パワーに依拠した権力主義的外交を批判し、勢力圏構想を拒否する道義主義的信念に彩られた
ものである。しかしながらその反面で、非同盟という概念にはインド洋から米ソいずれの影響力をも
排除せんとする、すぐれて現実主義的な配慮が含意されていたのである55）。
しかもインド洋をめぐるそうした考えの背景には、かつてこの地で我がもの顔にふるまっていた大
英帝国の影響を見てとることができるであろう。換言すれば大英帝国の要に位置していたインドは、
反英闘争を戦い抜いてきたにもかかわらず、地政学的には大英帝国の後継者としての意識を濃厚に受
け継いでおり、インドが力をつけてくれば来るほど、インド外交にかつての帝国主義外交の残影が投
影されるようになってきた56）。とくにソ連の崩壊に伴なって中央アジア諸国が新たな独立国として登
場してきたとき、これらの諸国がにわかにインド外交の標的として浮上してくることとなったのであ
る。それは19世紀から20世紀初頭にかけて、イギリスとロシアが中央アジアで争った覇権闘争＝
グレート・ゲームの再来さながらの様相を呈している。とくにこれらの地域で豊富な天然ガスの埋蔵
が確認されるに及んで、この地に対するインドの関心は、より切実なものとなってきたのである57）。
もとよりグレート・ゲームにおいて外交交渉と同時に軍事力が行使されたのに対して、今日では軍
事力は、外交交渉を支える力にこそなれ、それが直接に行使されることはない。またかつては“ゲー
ム”のプレイヤーが、イギリスとロシアに限られていたのに対して、今日では現地の国々に加えて、
アメリカ、ロシア、中国、インド、パキスタン、サウジアラビア、トルコと多様であり、したがって
外交交渉は複雑である。しかしそうした中にあって、中国の影響力には、その地理的な近さ、資源獲
得にかける同国の執念も手伝って、並々ならぬものがある。したがってこの地における地下資源の争
奪の過程でおりなされる印中両国の駆け引きは、これからのインド外交の将来を左右する上で、大き
く影響するように思われる。それに加えてかつて大英帝国がインド洋一帯で絶大な力を発揮したよう
に、インドが力をつけてくるにつれ、インドの影が周辺諸国を越えてインド洋一帯にも拡大してゆく
こととなるであろう。しかも歴史的に眺めてみてもインドは、西はイランからアフガニスタン、東は
ビルマから、タイ、マレーシア、インドネシアにまたがる広大な地域と その濃淡に違いがあると
はいえ 政治、経済、文化の領域で、関係を有しており、さらにその影響力は、チベット、新彊、
中央アジアにまで及んでいたのである。
本稿のはじめにも指摘したように、近年、日印関係は急速に緊密の度合いを増してきた。経済成長
著しいインドは日本にとって恰好の経済パートナーである一方、台頭する中国に対するカウンター・
バランサーでもある。またインドにとって日本は、自国の経済に対する重要な援助国、投資国である
一方、その対中外交の恰好の外交カードでもある。しかしインドの関心は、対中関係を基軸としつつ
も、インド洋さらには中央アジアへと極めて広範囲に及んでいる。またインドの外交スタイルも、複
雑な軌跡を描いているであろう。例えば50年代から60年代にかけてインドはアメリカから多額の
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食糧援助を受けていたにもかかわらず、ヴェトナム戦争に関してアメリカに批判的な態度をとり、バ
ングラデシュの独立闘争に際して、闘争を後押しするインドを牽制するためにアメリカが空母エンター
プライズをベンガル湾に派遣するに及んで米印関係が急速に冷え込んでいったという経緯は、誇り高
き地域大国としてのインド外交の一面を物語るものである。そうであるとするならば、日印関係をよ
り緊密化するためには、政治、経済、文化のレベルでのより深い関係を樹立することはむろん、日本
の側にもしたたかな外交力が必要とされているように思われる。しかもインドが中央アジアやインド
洋諸国との関係を深めつつある現在、印中関係ばかりでなく、これらの地域とインドとの関係をも注
意深く観察する必要があるであろう。
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